
      （２） 用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。

様式第８（第２２条関係）

令和７年度電源立地地域対策交付金事業評価報告書

東政発第 228号

令和8年4月21日

関東経済産業局長　 殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 住所　茨城県那珂郡東海村東海三丁目７番１号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏名　東海村長　山田　修

　令和７年５月１６日付け２０２５０４０１財関東第７６号をもって交付の決定の通知を受けた電源立地地域対策交
付金にかかる交付金事業の成果の評価について電源立地地域対策交付金交付規則第２２条第３項の規定により別紙の
とおり報告します。

（注）（１） 別紙は次の事業評価総括表及び事業評価個表の様式によること。



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和７年度）
（単位：円）

備　考

1 福祉対策措置 健診事業 茨城県東海村 38,226,790 35,000,000

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間
接交付金事業者名

交付金事業に要し
た経費

交付金充当額



Ⅱ．事業評価個表（令和７年度）

評価に係る第三者機関等の活用の有無

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果
実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和７年度

受診率70％
受診率：

受診者数÷対象
者数×100

成果実績 % 43.0

目標値 % 70

達成度 % 61.4%

評価年度の設定理由

毎年度実施している事業であり，単年度事業として評価するため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

交付金事業に関係する都道府県
又は市町村の主要政策・施策と
その目標

交付金事業に関する主要政策・施策：
　第3次東海村健康づくり計画（令和3年度～令和10年度）
　　基本方針2　生活習慣病・感染症の発症予防と重症化予防

目標：疾病の早期発見や早期治療に向けた取り組みの充実を図るため，各種健診（検診）の実施と受診
勧奨への取り組みを強化する。また，特定保健指導実施率の向上を目指し，食生活の改善に取り組む機
会や，日頃から気軽にできる運動習慣を身に付ける機会を創出することで，疾病の予防に寄与する。

事業開始年度 令和７年度 事業終了（予定）年度 令和７年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 茨城県東海村

交付金事業実施場所 東海村大字村松地内

交付金事業の概要

村（東海村保健センター）で実施している各種一般健診（検診）（以下参照）の委託
①結核検診
②がん検診（胃がん検診・肺がん検診・大腸がん検診・前立腺がん検診・腹部超音波検診）
③循環器検診（生活習慣病予防健診・特定健康診査）

1 福祉対策措置 健診事業

番号 措置名 交付金事業の名称



交付金事業の担当課室 福祉部健康増進課

交付金事業の評価課室 総合戦略部政策推進課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

委託 随意契約 公益財団法人茨城県総合健診協会

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 30,000,000 35,000,000 35,000,000

うち文部科学省分 0 0 0

総事業費 37,422,164 35,655,850 38,226,790

うち経済産業省分 30,000,000 35,000,000 35,000,000

交付金事業の総事業費等 令和５年度 令和６年度 令和７年度 備　考

交付金事業の活動指標及び活動
実績

活動指標 単位 令和５年度

36 36

達成度 % 94 100 97

令和７年度

健診（検診）の実施回数

活動実績 回 34 36 35

活動見込 回 36

令和６年度


